
2024 年 10 月１日 

 

 

吸収分割にかかる事後開示書面 

（会社法第 791 条及び第 801 条並びに会社法施行規則第 189 条に基づく開示事項） 

 

 

  東京都千代田区大手町 1 丁目９番７号 

株式会社 ムゲンエステート 

代表取締役社長 藤田 進一 

 

 

 当社は、2024 年６月 14 日付で株式会社フジホーム（以下「吸収分割会社」といいます。）

との間で締結した吸収分割契約（以下「本吸収分割契約」といいます。）に基づき、2024 年

10 月１日を効力発生日として、当社を吸収分割承継会社とし、吸収分割会社が営む建築工事

業及び内外装工事業（以下「本事業」といいます。）に関して吸収分割会社が有する権利義

務を当社が承継する吸収分割（以下、｢本吸収分割｣といいます。）を行いました。本吸収分

割に関する事項は、次のとおりです。 

 

記 

 

１．本吸収分割が効力を生じた日（会社法施行規則第 189 条第１号） 

2024 年 10 月１日 

                             

２．吸収分割会社における会社法第 784 条の２、第 785 条、第 787 条及び第 789 条の規定に

よる手続の経過（会社法施行規則第 189 条第２号） 

（１）吸収分割をやめることの請求に係る手続の経過（会社法第 784 条の２） 

   吸収分割会社に対して吸収分割をやめることの請求権を行使した株主はありません

でした。 

（２）反対株主の株式買取請求の経過（会社法第 785 条） 

   会社法第 785 条第２項第２号及び同法第 784 条第１項の規定に基づき、本吸収分割は

吸収分割会社において略式分割に該当し、吸収分割会社の株主が特別支配会社である

当社のみであり、第 785 条第１項の反対株主に該当する株主が存しないため該当すべ

き事項はありません。 

（３）新株予約権買取請求の経過（会社法第 787 条） 

吸収分割会社は、新株予約権の発行を行っておりませんので、該当すべき事項はあり

ません。 

（４）債権者保護手続きの経過（会社法第 789 条） 

吸収分割会社は、会社法第 789 条第２項の規定に基づき、2024 年７月１日付けにて官

報での公告ならびに 2024 年７月１日付けにて個別催告を行いましたが、所定の期間内

に異議を述べた債権者はありませんでした。 



 

３. 吸収分割承継会社における会社法第 796 条の２、第 797 条および第 799 条の規定による

手続きの経過（会社法施行規則第 189 条第３号） 

（１）吸収分割をやめることの請求に係る手続の経過（会社法第 796 条の２） 

   会社法第 796 条第２項の規定に基づき、本吸収分割は当社において簡易分割に該当す

るため該当すべき事項はありません。 

（２）反対株主の株式買取請求の経過（会社法第 797 条） 

会社法第 796 条第２項の規定に基づき、本吸収分割は当社において簡易分割に該当す

るため該当すべき事項はありません。 

なお、吸収分割承継会社である当社は、会社法第 797 条第３項及び第４項の規定に基

づき、2024 年７月１日付けにてその株主に対して公告を行いましたが、会社法第 796

条第３項の規定に基づき当社に対して本吸収分割に反対する旨を通知した株主はあり

ませんでした。 

（３）債権者保護手続きの経過（会社法第 799 条） 

当社は、会社法第 799 条第２項の規定に基づき、2024 年７月１日付けにて官報及び電

子公告での公告を行いましたが、所定の期間内に異議を述べた債権者はありませんで

した。 

 

４．吸収分割により吸収分割承継会社が吸収分割会社から承継した重要な権利義務に関する

事項（会社法施行規則第 189 条第４号） 

当社は、本吸収分割の効力発生日をもって吸収分割会社より、本吸収分割契約に定める

本事業にかかる資産、債務その他の権利義務を承継しました。なお、当社が吸収分割会

社より承継した資産および負債の概算額は、それぞれ金 189 百万円および金 89 百万円で

あります。 

 

５．会社法第923条の変更の登記をした日（会社法施行規則第189条第５号） 

2024年10月４日をもって、変更の登記を行う予定です。 

 

６．前記に掲げるもののほか、吸収分割に関する重要な事項（会社法施行規則第 189 条第６

号） 

（１）当社は、会社法第 795 条第１項及び同法第 796 条第２項の規定に基づき、2024 年６月

14 日開催の取締役会における決議により、吸収分割契約の承認を得ております。 

（２）吸収分割会社は、会社法第 783 条第１項及び同法第 784 条第１項の規定に基づき、2024

年６月 13 日開催の取締役会における決議により、吸収分割契約の承認を得ております。 

（３）当社は吸収分割会社の発行済株式のすべてを有するため、本吸収分割に際して、新た

な株式、社債、新株予約権、新株予約権付社債その他の金銭等の交付は行っておりませ

ん。 

（４）本吸収分割に伴う、当社の資本金ならびに資本準備金の額の増減はありません。 

                                        

                 

以上 



別紙                               2024 年７月２日 

 

 

吸収分割にかかる事前開示書面 

（会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 192 条に基づく開示事項） 

 

 

   

東京都千代田区大手町 1 丁目９番７号 

株式会社 ムゲンエステート 

代表取締役社長 藤田 進一 

 

 

 当社は、2024 年６月 14 日付で株式会社フジホーム（以下「吸収分割会社」という。）との

間で締結した吸収分割契約（以下「本吸収分割契約」という。）に基づき、2024 年 10 月 1 日

を効力発生日として、当社を吸収分割承継会社とし、吸収分割会社が営む建築工事業及び内

外装工事業に関して吸収分割会社が有する権利義務を当社が承継する吸収分割（以下、｢本

吸収分割｣という。）を行うことといたしました。本吸収分割に関する事項は、次のとおりで

す。 

 

記 

 

 

1. 吸収分割契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

  別紙１のとおりです。 

 

２. 吸収分割の対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 192 条第１号） 

当社は吸収分割会社の発行済株式のすべてを有するため、本吸収分割に際して、新たな

株式、社債、新株予約権、新株予約権付社債その他の金銭等の対価の交付はいたしません。 

 

３. 吸収分割会社が本吸収分割の効力発生日に行う剰余金の配当に関する事項（会社法施行

規則第 192 条第２号） 

該当すべき事項はありません。 

 

４．新株予約権についての定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 192 条第３号） 

  該当すべき事項はありません。 

 

 



５．吸収分割会社についての事項 

① 吸収分割会社の最終事業年度にかかる計算書類等の内容（会社法施行規則第 192 条

第４号イ） 

別紙２のとおりです。 

 

② 吸収分割会社の最終事業年度以降に生じた重要な財産の処分等（会社法施行規則第

192 条第４号ハ） 

該当すべき事項はありません。 

 

６．吸収分割承継会社についての事項（会社法施行規則第 192 条第 6 号） 

該当すべき事項はありません。 

 

７．効力発生日以後における債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 192 条第

７号） 

① 当社の 2023 年 12 月 31 日現在の貸借対照表における資産の額および負債の額はそ

れぞれ金 78,408 百万円および金 51,529 百万円となっております。また、本件吸収分

割においてフジホームから当社への承継の対象となる資産の額および負債の額はそ

れぞれ金 189 百万円および金 89 百万円となっております。 

したがって、本件吸収分割後に見込まれる当社の資産の額および負債の額はそれぞ

れ金 78,597 百万円および金 51,618 百万円であり、資産の額が負債の額を上回ること

が見込まれます。 

 

② 本件吸収分割後における当社の収益状況について、当社の負担する債務の履行に支

障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 

 

③ 以上のとおりですので、本件吸収分割によっても、当社の負担する債務の履行の見

込みについては特段の支障がないと判断しました。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 吸収分割契約書 

（次頁以降に添付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

























別紙２ 吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

（次頁以降に添付） 
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事 業 報 告 
第27期 

2023年１月１日から 
2023年12月31日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

当期の売上高は前年より微増の、38億12百万円（前期比5.8％増）となりました。 

以上の結果、売上総利益は2億26百万円（前期比1.5％増）、営業利益は76百万円（同11.7％

増）、経常利益は94百万円（同22.1％増）、当期純利益は56百万円（同19.3％増）となりまし

た。 

 

事業別の状況は、以下のとおりとなります。 

 (売上高) 前年比 (売上総利益) 前年比 

不動産流通事業 3百万 5.2％ 3百万 5.2％ 

不動産内外装工事事業 3,290百万 108.0％ 118百万 313.4％ 

不動産賃貸事業 65百万 87.8％ 
105百万 86.3％ 

不動産管理事業 453百万 108.2％ 

 

② 設備投資の状況 

当期の設備投資の総額は300百万円となりました。これは主に、固定資産を目的とした第五千

代田マンション取得としての299百万円及び、2023年３月に実施したシティフォーラム新小平

の火災受信機交換による１百万円となります。 

 

③ 資金調達の状況 

当期の資金調達は、固定資産物件の購入資金として2023年12月に、千葉銀行より240百万円

の借入金を調達しております。 

 

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新規分割の状況 

該当事項はありません。 

 

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承認の状況 

該当事項はありません。 

 

⑦ 他の会社の株式その他の持ち分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 

   

  



- 2 - 

 

 (2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区     分 第24期 
（2020年度） 

第25期 
（2021年度） 

第26期 
（2022年度） 

第27期 
(当事業年度) 

（2023年度） 

売 上 高 (千円) 2,304,565 2,103,702 3,603,320 3,812,724 

経 常 利 益 (千円) 189,842 48,009 77,112 94,193 

当 期 純 利 益 (千円) 112,316 31,084 47,496 56,673 

１株当たり当期純利益 (円) 561,583.61 87,679.39 118,741.63 141,684.85 

総 資 産 (千円) 2,065,713 2,102,444 2,296,731 2,542,506 

純 資 産 (千円) 1,036,179 1,077,263 1,124,760 1,181,434 

1株当たり純資産 (円) 5,180,899.18 2,693,159.96 2,811,901.58 2,953,586.43 

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数により、１株当たり純資産額は期末発行済

株式総数により算出しております。 

 

(3) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社との関係 

当社の親会社は株式会社ムゲンエステートであり、同社は当社の株式を400株（議決権比率

100.0％）保有しております。 

 

② 重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 

 

(4) 対処すべき課題 

不動産内外装事業は、前年に引き続き、親会社である株式会社ムゲンエステートの工事依頼増

加に対応すべく、人員の増強と育成の強化、新規協力業者の開拓に努めます。また、厳しい検査

体制の徹底による工事品質の向上。さらに、利益率の高い外部からの工事案件の取得にも力を入

れ、強固な施工体制の構築を行ってまいります。 

不動産管理事業は、前年に導入した新システムの運用による業務の効率化、及び外部オーナー

案件の取得増にも力を入れ、外部管理数を増加させることで、グループ全体の収益増を目指して

まいります。 

 

(5) 主要な事業内容 

当社は、首都圏１都３県（東京、神奈川、埼玉、千葉）において、不動産流通事業、不動産内

外装工事事業、不動産賃貸事業、及び不動産管理事業を行っております。 

 

(6) 主要な営業所（2023年12月31日現在） 

本社  東京都中央区 

横浜営業所  神奈川県横浜市西区 

 

(7) 従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

80名 ５名増 38.37歳 4.06年 
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(8) 主要な借入先の状況（2023年12月31日現在） 

借入先 借入額 

東京シティ信用金庫 542百万円 

千葉銀行 240百万円 

 

(9) その他会社の現況に関する重要な状況 

該当事項はありません。 

 

２．会社の株式に関する事項 

(1) 発行済可能株式総数  800株 

(2) 発行済株式の総数  400株 

(3) 株主数   １名 

(4) 発行済株式の持株保有率の上位10名にあたる大株主 

株主名 持株数 持株比率 

株式会社ムゲンエステート 400株 100.0％ 

 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の状況（2023年12月31日現在） 

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

大久保 明 代表取締役社長 株式会社ムゲンエステート 常務執行役員 管理本部長 

多田 匡孝 取締役 株式会社フジホーム 工事本部長 

庄田 桂二 取締役 
株式会社ムゲンエステート 常務執行役員 営業本部統

括部長 

武田 克実 監査役 株式会社ムゲンエステート 監査役 

 

(2) 取締役の報酬等の額 

区分 支給人員 報酬等の額 摘要 

取締役 2名 8,850千円 ― 

（注）取締役の報酬限度額は、2021年3月25日開催の第24回定時株主総会決議において、年額

200百万円以内と決議を頂いております。 

 

(3) 監査役の報酬等の額 

区分 支給人員 報酬等の額 摘要 

監査役 ― ― ― 

（注）監査役の報酬限度額は、2021年３月25日開催の第24回定時株主総会決議において、年額

30百万円以内と決議を頂いております。 

 

 

 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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（注）この事業報告の記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

貸 借 対 照 表 
（2023年12月31日現在） 

 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負   債   の   部 

科    目 金  額 科    目 金  額 

 

流 動 資 産 

  現 金 及 び 預 金 

  売 掛 金 

  仕 掛 品 

  前 払 費 用 

  そ の 他 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

   建 物 

  車 両 運 搬 具 

  工具、器具及び備品 

  土 地 

  リ ー ス 資 産 

 

無 形 固 定 資 産 

  ソ フ ト ウ ェ ア 

  そ の 他 

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

  出 資 金 

  差 入 保 証 金 

  繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

1,427,069 

920,882 

338,594 

154,835 

4,983 

7,773 

 

1,115,436 

1,059,268 

417,806 

33 

2,325 

636,074 

3,027 

 

285 

285 

 

 

55,883 

5,420 

7,447 

39,552 

3,464 

 

流 動 負 債 

  買 掛 金 

  １年内返済予定の長期借入金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

  預 り 金 

  賞 与 引 当 金 

  工 事 保 証 引 当 金 

  そ の 他 

 

固 定 負 債 

  長 期 借 入 金 

  退 職 給 付 引 当 金 

  そ の 他 

 

546,283 

240,997 

48,564 

25,651 

22,265 

21,185 

15,640 

1,915 

38,857 

131,206 

 

814,787 

733,886 

57,763 

23,138 

負 債 合 計 1,361,071 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 利 益 剰 余 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

1,181,434 

20,000 

1,161,434 

1,161,434 

純 資 産 合 計 1,181,434 

資 産 合 計 2,542,506 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,542,506 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損益計算書 
2023年１月１日から 
2023年12月31日まで 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高 

売 上 原 価 

 

 

3,812,724 

3,585,749 

売 上 総 利 益  226,975 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  150,220 

営 業 利 益  76,754 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

  

106  

受 取 手 数 料 19,950  

そ の 他 6,862 26,919 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 9,212  

そ の 他 268 9,480 

経 常 利 益  94,193 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損  183 

税 引 前 当 期 純 利 益  94,010 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

42,152 

△4,815 

 

37,336 

当 期 純 利 益  56,673 

 （注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
2023年１月１日から 

2023年12月31日まで 

（単位：千円） 

 純 資 産 

合 計 

 

純資産 

合 計 

 
資 本 金 

利 益 剰 余 金 
株 主 資 本 

合 計 そ の 他 

利益剰余金 

利益剰余金 

合 計 

当 期 首 残 高 20,000 1,104,760 1,104,760 1,124,760 1,124,760 

当 期 変 動 額 

 当 期 純 利 益 
 

 

56,673 

 

56,673 

 

56,673 

 

56,673 

当期変動額合計  56,673 56,673 56,673 56,673 

当 期 末 残 高 20,000 1,161,434 1,161,434 1,181,434 1,181,434 

 （注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１)資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券            

  その他有価証券 

  市場価格のない株式等      移動平均法による原価法を採用しております。 

② 棚卸資産 

仕掛販売用不動産        個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定）によっております。 

 

(２)固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

                        なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

                         建物         ６～26年 

                         車両運搬具      ６年 

                         工具、器具及び備品  ６～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

                                  期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産              所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に 

                                  ついては、リース期間を耐用年数として、残存価額を零と 

                                  する定額法を採用しております。 

 

(３)引当金の計上基準  

①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年

度に負担すべき額を計上しております。 

③工事保証引当金 販売済み物件に係る補修費用の支出に備えるため、補修実績率に基づ

く補修見込額を計上しております。 

④退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務見込額を計上しております。 

                なお、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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２．株主資本等変動計算書に関する注記 

 (１)発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首の

株式数 

当事業年度増加

株式数 

当事業年度減少

株式数 

当事業年度末の

株式数 

普通株式 400株 －株 －株 400株 

 

 (２)自己株式の数に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 (３)剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 (４)当事業年度末日における新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 
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第27期 事業報告の附属明細書 
 

2023年１月１日から 
2023年12月31日まで 

 
 

 

 

 

 
  
１．会社役員の重要な兼職の状況の明細 

 

当社における、会社役員の他の会社の業務執行取締役等との兼務はございません。 

 

 

２．第三者との取引であって、当該株式会社と会社役員又は支配株主との利害が相反するものの明細 

 

当社における、第三者との取引であって、当該株式会社と会社役員又は支配株主との利害が相反

する取引はございません。 
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第27期 計算書類に係る附属明細書 
 

2023年１月１日から 
2023年12月31日まで 

 

 

 

 
  
 

１. 有形固定資産および無形固定資産の明細 

（単位：千円） 

区
分 

資産の種類 期 首 残 高 
当 期 
増 加 額 

当 期 
減 少 額 

期 末 残 高 

期末減価
償却累計

額 
または償
却累計額 

当期償却
額 

差 引 期 末 
帳 簿 価 額 

 

有
形
固
定
資
産 

建物 413,829 125,965 － 539,794 121,988 17,581 417,806 

車両及び運搬
具 

6,064 － － 6,064 6,030 218 33 

工具、器具及
び備品 

5,669 － － 5,669 3,343 922 2,325 

土地 461,743 174,331 － 636,074 － － 636,074 

有形リース資
産 

4,989 440 － 5,429 2,402 1,056 3,027 

合計 892,296 300,736 － 1,193,032 133,764 34,878 1,059,268 

無
形
固
定
資
産 

電話加入権 183 － 183 0 － 183 － 

ソフトウェア 498 － － 498 － 213 285 

合計 681 － 183 894 － 396 285 

 

 

２. 引当金の明細 

（単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

賞 与 引 当 金 776 1,915 776 1,915 

工 事 保 証 引 当 金 48,444 38,857 48,444 38,857 

退 職 給 付 引 当 金 32,410 57,763 32,410 57,763 
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３. 販売費および一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科     目 金     額 摘     要 

広 告 宣 伝 費 85  

役 員 報 酬 8,850  

給 料 手 当 40,905  

賞 与 手 当 8,163  

法 定 福 利 費 7,005  

福 利 厚 生 費 12,543  

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 2,878  

賞 与 引 当 金 繰 入 140  

減 価 償 却 費 2,083  

地 代 家 賃 5,280  

賃 借 料 330  

修 繕 費 1,389  

消 耗 品 費 7,307  

水 道 光 熱 費 246  

旅 費 交 通 費 2,738  

支 払 手 数 料 15,684  

租 税 公 課 22,306  

接 待 交 際 費 71  

保 険 料 31  

通 信 費 815  

諸 会 費 244  

新 聞 図 書 費 22  

顧 問 料 3,000  

会 議 費 65  

採 用 教 育 費 3,786  

寄 付 金 10  

雑 費 4,231  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 合 計 150,220  

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  


